
（平成２１年８月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案420 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和45年９月から46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和11年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和45年９月から46年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、私が夫婦二人分を納付した。

社会保険庁の記録によると、申立期間は未納とされているが、夫の当該

期間の国民年金保険料は納付済み（特例納付）となっている。私の分の

みが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は７か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

後の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人とその夫の国民年金手帳記号番号は、昭和47年１月ごろに

夫婦連番で払い出されている上、申立期間について、夫婦二人分の国民年

金保険料を一括納付したと主張しているところ、納付日が確認できる47年

４月から49年３月までの保険料は夫婦同一日に納付していることが確認で

き、基本的に夫婦一緒に納付していたものと考えられる。 

さらに、社会保険事務所が保管する被保険者台帳等において、申立人の

夫の申立期間を含む昭和45年４月から46年３月までの国民年金保険料が、

第２回特例納付実施期間内の50年12月20日に特例納付されていることが確

認できることから、申立人の申立期間に係る国民年金保険料も同時期に納

付されたものと推認できる。 

   加えて、申立期間は、記録上強制加入期間である上、申立人が記憶して

いる納付場所（Ａ銀行Ｂ支店）も、特例納付が可能な金融機関であること

から、申立内容に不自然な点は見受けられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



徳島国民年金 事案421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和46年４月から同年12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和16年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和46年４月から同年12月まで 

             ② 昭和47年１月から51年９月まで 

    昭和46年６月15日に、Ａ市区町村役場において、養父が、私の入籍手

続、国民年金に係る住所変更手続等を行ってくれた。 

    その数日後、未納であった昭和45年７月から46年３月までの国民年金

保険料を養母がすべて過年度納付してくれ、その後は、養母が、私と養

父母の国民年金保険料を合わせて、定期的に集金人に納付していた。 

    申立期間当時、養母から、国民年金保険料をきちんと納付した旨の報

告を受けていたので、未納及び未加入とされていることに納得がいかな

い。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、養母が、申立人、養父及び養母に係る国民年金保険料を合わ

せて納付していたと主張しているところ、社会保険庁のオンライン記録に

よると、養父母は、国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて

納付していることが確認できる上、Ａ市区町村が保管する国民年金被保険

者名簿検認記録によると、養父母の年金記録は、昭和46年４月から50年＊

月（養父が60歳に達する前月）まで、すべて同一であることが確認できる。 

   また、申立人は、「婚姻時点において未納であった昭和45年７月から46

年３月までの国民年金保険料を、婚姻直後、養母が過年度納付してくれた。」

と供述しているが、Ａ市区町村が保管する国民年金被保険者名簿検認記録

欄に、申立人の供述どおり、当該期間の国民年金保険料が46年６月26日に

納付された旨の記載がなされていることから、婚姻直後の時点において、

申立人及び養母が申立人の国民年金について、関心を持っていた状況がう

かがえる。 



   さらに、Ａ市区町村が保管する養父母に係る国民年金被保険者名簿検認

記録によると、昭和46年４月から同年６月までの国民年金保険料が同年７

月に納付されていることが確認できることから、過年度納付後に、養母が、

申立人及び養父母の国民年金保険料を合わせて集金人に納付していたとす

る申立人の主張に不自然さは見られない。 

   しかしながら、申立期間②については、社会保険庁のオンライン記録及

びＡ市区町村が保管する国民年金被保険者名簿によれば、申立人は、昭和

47年１月４日に国民年金被保険者資格（強制）を喪失し、51年10月１日付

けで国民年金に任意加入していることが確認でき、47年１月４日から51年

９月30日までは任意未加入期間であることから、制度上、国民年金保険料

を納付することができず、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情も見当たらない上、申立人の養母が当該期間

に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和46年４月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



徳島厚生年金 事案250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにおける資格取得日

に係る記録を昭和28年11月13日に、資格喪失日に係る記録を29年４月７日

とし、申立期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

      なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和６年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和28年11月13日から29年４月７日まで 

        私は、申立期間について、まぐろ漁船のＢ丸に通信士として乗船して

いた。乗組員は約12、13名で、１航海が１か月ぐらいで大変危険な仕事

だった。 

    船員保険被保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された船員手帳の記録により、申立人が申立期間におい

て、Ｂ丸の通信士として乗船していたことは確認できる。 

また、申立人及び当時の同僚は、申立期間にＢ丸に乗船していた人数を

12、13名としており、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿に

よれば、申立人を除く15名に船員保険被保険者期間が確認できることから、

当時、Ｂ丸に乗り組んでいた乗組員のほぼ全員が船員保険に加入していた

ものと認められる。 

さらに、当時乗船していた者からは「規則上、通信士は必ず乗り組む必

要があった。」と供述しているところ、申立期間において、Ｂ丸に｢通信士｣

として乗船した者は確認できない上、申立期間の前後の期間に｢通信士｣と

して乗り組んだ者（３名）には、船員保険被保険者記録が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の船員手帳の記録か

ら、8,000円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が所在不明のため確認することができないが、仮に、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被

保険者資格の喪失届も提出されることになるにもかかわらず、いずれの機

会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことか

ら、事業主から社会保険事務所に資格の得喪に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の船員保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



徳島国民年金 事案422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から39年３月までの期間、41年４月から42年３月

までの期間、46年１月から同年３月までの期間、46年７月から51年３月ま

での期間、平成元年１月から３年11月までの期間、４年３月、４年11月、

５年１月及び５年３月から同年12月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和36年４月から39年３月まで 

             ② 昭和41年４月から42年３月まで 

             ③ 昭和46年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和46年７月から51年３月まで 

             ⑤ 平成元年１月から３年11月まで 

             ⑥ 平成４年３月 

             ⑦ 平成４年11月 

             ⑧ 平成５年１月 

             ⑨ 平成５年３月から同年12月まで 

    申立期間①については、亡くなった父がＡ市区町村の実家で保険料を

納付してくれていたと兄から聞いた記憶がある。 

    申立期間②については、妻が私の保険料をＢ市区町村の集金人を通じ

て、申立期間③及び④については、妻がＣ市区町村の集金人を通じて納

付した。     

    申立期間⑤、⑥、⑦、⑧及び⑨については当初未納であったが、おそ

らく平成６年１月頃、自宅にＢ市区町村の女性職員が訪ねてきて、制度

改正により未納分の保険料をさかのぼって納付できると説明を受け、後

日、その職員に未納分の一部30万円程度を現金納付し、その頃から、残

りの未納分についても当月分の保険料とともに銀行で納付した。 

申立期間①から⑨の保険料はすべて納付し60歳まで保険料を納付した

ので、65歳からは年金をもらえると信じていた。 

    申立期間について記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由   

１ 申立期間①について、申立人は同申立期間の国民年金保険料の納付等

に関与しておらず、保険料を納付していたとする申立人の父親は既に死

亡しており、また、当時、申立人の父親と同居し国民年金に加入してい

た申立人の兄及び兄嫁からの供述も得られないなど、当時の状況が不明

である。 

また、Ａ市区町村が保管する国民年金被保険者名簿等によれば、申立

人の当該期間の保険料については申請免除であることが確認できるとと

もに、申立人の兄の昭和36年４月から37年３月分までの期間の保険料及

び申立人の兄嫁の36年４月から38年３月までの期間の保険料についても、

当時、申立人同様、申請免除であったことが確認できるなど、申立人の

同申立期間に係る保険料が納付されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。   

  ２ 申立期間②について申立人の妻は、同申立期間当時、夫婦二人分の国

民年金保険料を納付したとしているが、Ｂ市区町村が保管する国民年金

被保険者名簿において、申立人の妻も当該期間の保険料は未納となって

いるとともに、申立期間③及び④についても、申立人の妻は、当該期間

当時、夫婦二人分の保険料を納付したとしているが、Ｃ市区町村が保管

する国民年金被保険者名簿において、申立人の妻は当該期間の保険料が

未納であるとともに、申立人の申立期間④のうちの昭和50年４月から51

年３月までの保険料について申請免除となっていることが確認できる。 

３ 申立期間⑤から⑨までについて申立人は、平成６年１月頃、当該申立

期間に係る保険料の一部についてＢ市区町村職員を通じてさかのぼって

現金納付するとともに、残りの保険料は、以後、銀行で納付したとして

いるが、当該時点では特例納付実施期間ではないため、申立期間⑤に係

る保険料は時効により納付することができない。 

また、申立期間⑥に係る保険料については、社会保険庁の記録により、

当初、平成６年６月６日付けで社会保険事務所へ納付されたことが確認

できるが、納付期限を過ぎていたため、時効により保険料が申立人へ還

付されていることが確認できる。 

さらに、Ｂ市区町村の記録によれば、申立期間⑨後の平成８年12月に

同市国民年金指導員が申立人に対して、年金を受給するためには60歳に

到達する前月の12年８月までの期間の保険料をすべて納付するとともに、

60歳到達以降も国民年金に任意加入し、最低49月分の保険料を納付する

必要がある旨の説明、指導等を行ったことが確認できるなど、８年12月

当時Ｂ市区町村では、申立人の申立期間①から⑨の期間の保険料が社会

保険庁の記録どおり、未納または申請免除として取り扱われていたこと

がうかがえる。 

  ４ 申立人、申立人の妻及び申立人の父親が、申立期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、



ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

  ５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



徳島国民年金 事案423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和46年２月から49年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年２月から49年６月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、実家の母親がＡ市区町村役場

Ｂ支所窓口又は地区の婦人会を通じて１か月か３か月ごとに納付した。 

調査し納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管する被保険者台帳管理簿及びＡ市区町村が保管す

る国民年金被保険者名簿によれば、申立人の国民年金の資格取得日は昭和

49年７月１日（国民年金手帳記号番号の払出は昭和49年12月４日）であり、

申立期間については国民年金未加入期間として取り扱われていたことが確

認できるとともに、申立人へ別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡も無いことなど、申立人の申立期間の国民年金保険料が納付されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立期間のうち、申立人がＡ市区町村で住民登録されていた昭和

48年４月から49年６月までの期間については、Ａ市区町村が保管する「昭

和48年度国民年金保険料集金簿（Ａ市区町村婦人会Ｂ地区）」において申

立人の氏名が確認できないことに加え、49年度の同集金簿によれば、申立

人の国民年金資格取得日は社会保険庁の記録と同じ49年７月１日であり、

49年４月から同年６月までの期間については保険料の集金対象者として取

り扱われていなかったことが確認できる。 

   さらに、申立人の母親が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



徳島国民年金 事案424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年４月から10年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和49年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月から10年３月まで 

    二十歳に到達した時は学生であったが、国民年金に加入する義務があ

ったので、母親が旧Ａ市区町村役場で私の国民年金加入手続を行うと同

時に学生免除申請の手続をしてくれた。申立期間について保険料免除の

記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間の国民年金保険料に係る免除申請に関与しておらず、

申立人の免除申請を行ったとする申立人の母親によれば、旧Ａ市区町村（現

Ｂ市区町村）役場において、毎年、申立人の申立期間の保険料に係る免除

申請を行ったと説明しているが、Ｂ市区町村が保管する国民年金加入者に

係る番号簿に申立人の氏名が確認できないなど、Ｂ市区町村において申立

人が国民年金に加入し、申立期間の保険料に係る免除申請が行われたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人の戸籍の附票を確認したところ、申立人は平成８年３月11

日付けでＢ市区町村からＣ市区町村に転出しており、転出先のＣ市区町村

で申立人の国民年金の住所変更手続が行われた場合、申立期間のうち平成

８年４月から10年３月までの保険料に係る免除申請は同市区町村で行うこ

ととなるが、Ｃ市区町村によれば、同市区町村で申立人の国民年金の住所

変更や免除申請手続が行われた記録は無く、申立人へ別の国民年金手帳記

号番号が払い出された記録も無い上、申立人及び申立人の母親から、Ｃ市

区町村で申立人の申立期間の保険料に係る免除申請が行われたことをうか

がわせる供述も得られない。 

   このほか、申立人の申立期間の国民年金保険料に係る免除申請が行われ

たことを示す関係資料（免除承認通知書等）も無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。  
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第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成15年９月から16年５月までの期間におけ

る厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

   また、申立期間のうち昭和56年６月から平成15年８月までの期間ついて

は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により控

除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和22年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和56年６月から平成16年５月まで 

    昭和56年６月の会社設立時から専務取締役を務め、平成４年５月から

は代表取締役を務めていた。 

    報酬はずっと35万円であったと記憶しているが、社会保険庁の記録で

は標準報酬月額が実際の報酬額より低い金額で記録されており、平成15

年９月以降の標準報酬月額については17年３月30日付けでさかのぼって

引下げられている。 

    調査の上、申立期間について、実際に支払われていた報酬額に応じた

標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間のうち、平成15年９月から16年５月までについては、申立人の

Ａ社に係る社会保険庁のオンライン記録により、同社が厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなった16年６月１日より後の日付である17年３月30

日に、15年９月から16年５月までの標準報酬月額が20万円から９万8,000

円に引き下げる訂正処理が行われていることが確認できる。 

   一方、Ａ社の商業登記履歴事項全部証明書及び閉鎖登記簿謄本により、

申立人は、申立期間当時に同社の取締役を務めており、平成４年５月６日

からは代表取締役を務めていたことが確認できる。 

   また、申立人は、「申立人に係る標準報酬月額の訂正処理が行われた平

成17年３月当時、Ａ社は厚生年金保険料を滞納しており、社会保険事務所

から保険料の納付を促す電話が何度もあり、社会保険事務所の指示により

何らかの届出をしたことは記憶している。」と述べている上、申立人が保



管している平成17年３月30日付けの「健康保険厚生年金保険被保険者標準

報酬改定通知書及び健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」

にＡ社のゴム印が押されており、申立人は、当該通知書はＡ社が作成した

ものであると認めていることからも申立人は自身の標準報酬月額が減額処

理されることについて承知していたものと推認できる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、同社の代表取締役とし

て、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に同意しながら、当該標準報酬月

額の減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、

申立人の当該期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 さらに、申立期間のうち昭和56年６月から平成15年８月までについては、

申立人が保管している平成13年、14年及び15年の申立人に係る源泉徴収簿

によれば13年１月から15年８月までの報酬額は20万円と記載されており、

社会保険料等の控除額は申立人に係る厚生年金保険被保険者記録における

標準報酬月額20万円に対応する金額と一致していることから、申立人が主

張する報酬額35万円に対応する厚生年金保険料が控除されていたとは考え

難く、12年12月以前の期間については報酬額35万円に対応する厚生年金保

険料が控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、当該期間については、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 


